
G7諸国の病床当たり病院職員数、平均在院日数、退院数の国際比較について  

人口1人当た  
100床当  

100床当 たり看護職  

100床当 たり病院職  人口1000人 当たり  
急性期1病  

床当たりの  
平均在院日数    り  2004年  

たり医師数  
員数  

員数（常勤  病床数  
年間退院数  

（急性期）  

換算）  （2005年）  
外来診察回数   

アメリカ合衆国   73．3   237．9   491．3   3．2   43．2   5．6   3．8   

イギリス   57．5   227．7  3．9   74．1   6．6   5．3   

イタリア   103．9   166．4   306．7  46．5   6．8  

カナダ   62．0   286．6   379．3  30．2   7．3   6．0   

ドイツ   39．5   113．0   127．0   8．5   31．5   8．7   7．0   

フランス   44．9   100．1  7．5   70．5   5．5   6．6   

日本   14．3   63．2   91．6   14．1   12．6   20．2   13．8   

出典：OECDHea［thData2007  
注1：アメリカ合衆国の看護職員数は、2002年の数字を用いている。  

注2：日本の年間退院数は、2005年の数字を用いている  36   



Ⅰ 介護サービス対象者数の推計  
○要介護認定者等数、介護保険利用者数及び75歳以上高齢者数の推計  単位‥万人  

平成16年   平成20年   平成23年   平成26年  平成36年   平成42年  
（フロn4）   （2（つOR〕   （2（つ11）   〔2n14）  r2024）   （2∩3∩〕   

予防効果なし   【A】   410   520   580   640  
要介護認定者等数  

予防効果あり   【B】  500   540   600  

【c】  330   410   450   500  

介護保険利用者数   うち 施 設   80   100   100   110  

うち 在 宅   250   310   350   390  

75歳以上高齢者数  【D】  1110   1290   1430   1530  1980   2100  
く出典＞ 要介護認定者等数・第18回社会保障審議会介護保険部会（平成16年10月29日）資料 介護保険利用者数  第19回社会保障審議会介護保険部会（平成16年11月15日）資料  

75歳以上高齢者数：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」  

（注1）介護保険利用者数【C】は、現行の要介護認定者等数【A】がベース。なお、要介護認定者等数と一致しないのは、入院、家族介護等により、介護保険の利用率が8割程度であるため。  
（注2）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」によると、2030年が後期高齢者数のピーク。  

Ⅱ 介護保険事業に従事する介護職員数（実数）の推計  
○ 平成16年の介護職員数（100．2万人）を基準に、Ⅰの各推計と同じ伸び率で増加すると想定して算定  

（フラ人（実数））  

160．0  
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110－0  

100＿0  

平成16年（2004）  平成20年（2008）  平成23年（2011）  平成26年（2014）  

＜出典＞ 平成16年の介護職員数：  
平成16年介護サービス施設・事業所調壷7   

（注3）介護職員は、介護保険施設及び居宅サービス事業所等における従事者のうち、介護福祉士、訪問介護員等の介護関係業務に従事する者をいう。  

（注4）【c】のケースの推計は、施設・在宅別に推計したものを合計したもの。  



結婚や出産・子育てをめぐる国民の希望と現実との帝離  

～急速な少子化を招いている社会的な要因～  

○将来推計人口（平成18年中位推計）において想定されている日本の将来像と、実際の国民の希望と   
は大きく帝離。  

○この帝離を生み出している要因としては、雇用の安定性や継続性、仕事と生活の調和の度合い、育   
児不安などが指摘されており、酎。  
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この2つの要請を同時に達成する必要 →「二者択一構造」の解決が不可欠  

（注） 

射   



「二者択一構造」解消のための2つの取組  

～「未来への投資」としての「車の両輪」～  

「就労」と「結婚・出産」の二者択一構造を変え、  

・女性をはじめとする働く意欲を持つすべての人の労働市場参加を実現しつつ、  

・国民の希望する結婚一出産一子育てを可能とする  

40   
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（資料）OECD：SociaLExpenditureDatabase2007（日本のGDPについては内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算（長期時系列）」による041   



仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実現を  

支える給付・サービスの社会的なコストの推計  

Ⅰ親の就労と子どもの育成の両立を支える支傾  

関連社会支出額（19年度推計）約1兆3，100億円 ∵∵∵う追加的に必要となる社会的コスト ＋1兆800億円～2兆円  

○未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）  

・第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38％→55％）に対応した育児休業取得の増加  

・0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31％→56％）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20％→38％、年間5日   

の病児・病後児保育利用）  

・スウェーデン並みに女性の就業率（80％）、保育（3歳未満児）のカバー率（44％）が上昇、育児休業や保育の給付水準を充実した   

場合も推計  

○学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援  

・放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19．0％→60％）  

42   



※「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、取組が進んだ場合に達成される水準として設定される10年後   
の数値目標と整合をとって試算している。  

※これは、現行の給付・サービス単価（利用者負担分を含まない）をベースにした試算であり、質の向上、事業実施主体   

の運営モデル・採算ベース、保育所や幼稚園の保育料等利用者負担などの関係者の費用負担のあり方等については   
勘案していない。  

※ 児童虐待対応、社会的養護や障害児へのサービスなど、特別な支援を必要とする子どもたちに対するサービスの費   

用の変化に関しては、この推計には含まれていない。  

※これは、毎年ランニングコストとして恒常的に必要となる額を推計したものであるが、これらのサービス提供のためには、   

この恒常的な費用のほかに、別途施設整備や人材育成等に関してのコストを要する。  

※現在の児童数、出生数をベースにした推計であり、この費用は児童数、出生数の増減により変化する。なお、3歳末満   
児数でみると、平成18年中位推計では現在と比べて10年後で8割弱、20年後で約3分の2の規模に減少するが、国民   
の結婚や出産に関する希望を反映した試算では10年後で95％、20年後でも93％の規模を維持する。  

※児童手当については、別途機械的に試算。  
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社会保障関係費に関する地方負担等の将来推計（未定稿）  

○ 社会保障関係費は、地方も国と同様に大幅な増加が見込まれる。  

平戒27年度  
（2015年度）  

30兆円  

平成23年度  
（2011年度）  

平成17年度  
（2005年度）  

．ヰヰ・、“““－．；■〟、＼、、■ご ♂＼｝▲、〟■ゝ   

朝鮮．′．ノ．′．悪離蛸澗駆淵糎肌胆問脚動W繍鼎彿岬湘舶励㌦  

雷社食様瞳総甘酢二翫  
蛋  社会保簿瀾磯灘両  

撒拙け障り燕頼将勒粕Ⅳ射飾り常釣和知…戯捕縄m柑 ＝：醐i’’○  

22；lヒ円  

※平成17年度の社会保障給付責は予算ベース。同年度の地方の「社会福祉サービス」は、地方公共団体に対する調査（決算ベース）に基づいて推計。  
※平成19年9月時点の推計。その後の社会保障給付費の対象範囲変更等により、数値に異動が生じている0   

44  




